
はじめに
　パレスチナ紛争は、1948年のイスラエル建国と、1967年の第 3次中東戦争におけるイスラエルによるヨ
ルダン川西岸地区及びガザ地区の占領を直接の原因とする、イスラエルとパレスチナ人武装勢力との武力紛
争である。この紛争は、1993年 9月にイスラエルと主要なパレスチナ人武装勢力の連合体であるパレスチ
ナ解放機構（Palestine Liberation Organization; PLO）との間でヨルダン川西岸地区とガザ地区においてパレ
スチナ人の自治を認める和平協定が結ばれたことにより、紛争終結に向けた道筋が示された。その後、1996

年 1月に第 1回パレスチナ自治政府議長選挙及びパレスチナ立法評議会選挙が行われ、PLO主流派のファ
タハ（Fatah）を中心とする自治体制が確立された。
　ところが、2006年 1月の第 2回パレスチナ立法評議会選挙において議会第 1党となったのは、PLOには
加入せず、イスラエルの存在と正統性を否定するパレスチナ人武装勢力のハマス（Hamas）であった 1)。そ
の後、2007年 6月にハマスがファタハ主導の警察等をガザ地区から実力で排除し 2)、それ以降、ガザ地区は
ハマスの実効支配下に置かれることになった。
　そして 2023年 10月 7日、ハマスはガザ地区からテルアビブ等の大都市に対して数千発のロケット攻撃を
行うとともに 3)、民間人を標的とした大規模な襲撃及び拉致を行った 4)。前代未聞の奇襲を受けたイスラエ
ルは、直ちに 10万人規模のイスラエル軍（The Israel Defense Force; IDF）を配備してガザ地区を包囲する
とともに、ハマスの拠点等に対する激しい空爆を行った 5)。IDFは 10月 27日からハマスの壊滅と人質の救
出を目的とした本格的な地上作戦を開始すると 6)、11月 14日までにガザ地区北部を制圧し、11月 15日に
はハマスの司令部があると目されたシファ病院への突入を行った 7)。
　その後、紛争当事者双方は米国、カタール及びエジプトの仲介で交渉を行い 8)、11月 22日、人質の一部
とパレスチナ囚人を相互に解放することを条件に「戦闘の一時休止（pause）」を行うことで合意したと発表
された 9)。戦闘の一時休止は 11月 24日から 30日まで続いたが、恒久的な「停戦（cease fire）」には繋がら
ず 10)、12月 1日朝、一発の砲撃をきっかけに戦闘が再開された 11)。米国、カタール及びエジプトの仲介に
よる交渉はその後も断続的に行われたが、2024年 9月 11日現在、停戦はおろか戦闘の一時休止さえも実現
しておらず、未だに戦闘が続いている。
　武力紛争において、一方の紛争当事者が正統性と軍事力の両面で圧倒的に優位な立場にある場合、交渉は
行われにくい 12)。だが、双方とも武力による決着を望めないような膠着状態が生起したタイミングで仲介
が行われ 13)、紛争当事者が交渉の有効性と必要性を認識した場合、交渉は開始される 14)。また、信頼関係
の破綻している者同士が、交渉において建設的に話し合い、双方にとって受け入れ可能な解決策を見出し、
その履行を相互に確信して合意を結ぶことは一般に困難であるが、仲介が行われることでこれらの困難が克
服された場合、交渉は妥結する 15)。

ガザ紛争における仲介の役割
―2023 年 10 月 7 日から 11 月 23 日までの交渉過程に焦点を当てて―
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　今次ガザ紛争の場合、ガザ地区は第 3次中東戦争以来の占領地であり、国際的に承認されたイスラエル領
ではないことから、イスラエルの正統性は低い。だが、ハマスは民間人を標的とした大規模な襲撃及び拉致
を行ってしまったため、その正統性はイスラエルよりも更に低くなっていたと考えられる。また、奇襲が行
われた当日を除けば、一貫してイスラエルがハマスを軍事的に圧倒していたため、膠着状態は生じていなかっ
たと考えられる。にもかかわらず、イスラエルとハマスが 2023年 11月に人質等の解放と戦闘の一時休止に
関する交渉を妥結させられたのはなぜだろうか。
　本論考では、ハマスが大規模攻撃を行った 2023年 10月 7日から人質・囚人の交換解放と戦闘の一時休止
が履行される前日の 2023年 11月 23日までの期間を対象に、交渉の開始又は妥結を目的として行われた外
部アクターの行動を交渉における仲介の役割に着目して分析し、2023年 11月にイスラエルとハマスの交渉
が妥結した理由を説明する。
　以下、第 1章では、2023年 11月の交渉妥結に関する新聞報道等における論点を整理するとともに、分析
の枠組みについて説明する。第 2章では、仲介を行った外部アクターの特性を、仲介の動機、立場の偏向性
及び影響力の梃子となる資源に着目して説明する。第 3章では、交渉の有効性と必要性を議題とする「予備
交渉（2023年 10月 7日～ 11月 3日）」と、人質・囚人交換と戦闘の一時休止を議題とする「本交渉（2023

年 11月 4日～ 11月 23日）」に交渉期間を区分し、外部アクターの行動を仲介の役割に着目して分析する。
おわりに、2023年 11月にイスラエルとハマスの交渉が妥結した理由等について述べた後、今後の研究課題
について付言する。

１．先行研究の整理と分析の枠組み
(1) 新聞報道等における論点の整理
　本論考の執筆時点（2024年 9月 11日）において、今次ガザ紛争は未だ進行中の事象であるため明確な先
行研究は存在しておらず、交渉の経緯等については新聞報道等に頼らざるを得ない。そのような限界を踏ま
えた上で、2023年 11月のイスラエルとハマスの交渉妥結に関する新聞報道等における論点を整理すると、
①人質解放を求めるイスラエル国内世論に着目するもの 16)、②米国のイスラエルに対する外交圧力に着目
するもの 17)、③米国、カタール及びエジプトによる仲介に着目するもの 18)、④カタールと赤十字国際委員
会（International Committee of the Red Cross; ICRC）による人質等解放の履行保証に着目するもの 19)、⑤カ
タールによる戦闘一時休止に関する履行保証に着目するもの 20)、に区分できる。
　①及び②は、それぞれイスラエル国内における又は国外からの政治的圧力に着目して、ハマスを軍事的に
圧倒していたイスラエルが交渉開始を決断した理由を説明するものである。だがこれらは、イスラエルとハ
マスの双方が交渉における困難を克服して妥結に至った理由までは説明していない。
　③は、米国、カタール及びエジプトによる仲介に着目し、イスラエルとハマスが建設的な対話を行い、解
決策を見出して交渉を妥結させられた理由を説明するものである。だがこれは、イスラエルとハマスの双方
が、互いの合意履行を確信できた理由までは説明していない。
　④は、カタールが ICRCの協力を受けて人質等の解放に関する合意の履行を保証したことに着目し、イス
ラエルとハマスが互いの合意履行を確信し、交渉を妥結させられた理由を説明するものである。だがこれは、
イスラエルとハマスの双方が、戦闘の一時休止に関する互いの合意履行を確信できた理由までは説明してい
ない。
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　⑤は、誤認や小さな違反による戦闘再開を防ぐための調整メカニズムをカタールが担って戦闘の一時休止
の履行を保証したことに着目し、イスラエルとハマスがともに戦闘休止を望む限り合意が履行されることを
双方が確信し、交渉を妥結させられた理由を説明するものである。だが、2023年 10月 7日のハマスによる
攻撃の結果から明らかなように、相手の油断に乗じた先制攻撃は絶大な戦果を挙げ得る。このため、戦闘の
一時休止が戦闘の再開を前提としたものである以上、合意に背いて先制攻撃を仕掛けようとする動機がイス
ラエルとハマスの双方に対して常に働く。そして、このような動機が相手に働いていることを互いに理解し
ている状況下では、どちらの側も相手の約束を信じることができないため、交渉は妥結しない 21)。しかも、
この問題を紛争当事者同士で克服することはできないため、イスラエルとハマスの双方に対し、合意の履行
を促すか先制攻撃を抑止する役割を果たす外部アクターによる仲介が必要となる。したがって⑤は、イスラ
エルとハマスが抱く相手の意図的な先制攻撃に対する懸念を払拭した仲介が、どのようなものであったかと
いうことまでは説明できていない。
　したがって本論考では、イスラエルとハマスが抱く相手の意図的な先制攻撃に対する懸念を払拭し、戦闘
の一時休止に関する互いの合意履行を確信させた外部アクターによる仲介とはどのようなものであったか、
という問いに答える必要がある。

(2) 分析の枠組み
　本論考の問いに答えるためには、仲介と総称される外部アクターの行動が交渉過程においてどのような役
割を果たしているかという点に着目することが必要である。
　交渉過程における仲介の役割は一般に、情報を提供して意思疎通を助ける「情報の伝達（communication/

facilitative）」、妥協の可能性を認識させて解決策の発見を助ける「解決策の提案（formulation/procedural）」、
報奨と制裁を駆使して譲歩を促し、合意を遵守させる「操作（manipulation/directive）」の 3つに区分され
る 22)。紛争当事者は、交渉を有利に進めるため自らの合意条件に関する情報を秘匿したり偽ったりする動
機を持つ。しかも、相手に対する激しい敵意や信頼関係の欠如は、建設的な対話を妨げる。このため、「情
報の伝達」の役割を果たす仲介によって、紛争当事者間の情報交換を円滑化することが必要となる。また、
争点となっている問題は分割も交換もできない性質を持つと紛争当事者が強固に認識している場合、そのま
までは合意が成立しない。このため、「解決策の提案」の役割を果たす仲介によって、紛争当事者が創造力
を働かせて妥協の余地を見出せるよう、手助けする必要がある。更に、たとえ妥協の余地があったとしても、
互いに相手の合意履行の約束を信用できなければ合意は成立しない。このため、「操作」の役割を果たす仲
介によって、合意の成立とその確実な履行に向けて紛争当事者双方を動機付ける必要がある。
　そこで本論考では、外部アクターによる仲介が交渉の中で果たした役割を、次の要領で分類する。まず、
相手の意図を正確に理解することを助けていた場合は「情報の伝達」として分類する。また、交渉に妥協に
余地が存在することを示すか、妥協の余地を見出すためのアイディアを提供していた場合は「解決策の提案」
として分類する。そして、報奨の供与又は制裁の脅迫によって譲歩を引き出し、合意の履行を促し、或いは
先制攻撃を抑止していた場合は「操作」として分類する。これにより、2023年 11月の交渉の妥結がどのよ
うに導かれたのかを明らかにする。
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２．仲介を行った外部アクターの特性
　武力紛争の外部アクターは、交渉の妥結が自己の利益の実現に繋がると考える場合に仲介を行う 23)。また、
仲介を行う外部アクターにはどちらの紛争当事者の側に立つかという立場の偏向性が生じ得るが、そのよう
な立場の偏向性は紛争当事者に対して交渉上の援助や働きかけを行う際に用いる影響力の種類や程度に大き
く影響する 24)。更に、紛争当事者に対して影響力を行使するためには、梃子となる資源を保有しているこ
とが必要である 25)。このため本章では、仲介を行った外部アクターの特性について、仲介の動機、立場の
偏向性、そして影響力の梃子となる資源に焦点を当てて説明する。

(1) 米国
　米国は、今次ガザ紛争において自国民を人質に取られており、自国民の安全を確保することは最優先事項
であった 26)。だが、人質となっている自国民の人数、所在等が不明であったため 27)、人質が死亡するリス
クの高い軍による救出作戦は実行できず、交渉による人質解放を追求する必要があった 28)。
　米国は、イスラエルの建国以来一貫して、同国の安全保障に対する確固たる支持を外交政策の柱の一つと
して位置付けてきた 29)。そして、2001年 9月 11日の米国同時多発テロ以来、同盟国とともに世界中で対テ
ロ戦争を遂行中であり 30)、2019年 9月 10日にハマスをテロ組織として指定していた 31)。このため、人権擁
護を掲げる国として 32)、民間人が巻き添えになるような戦い方には反対であったものの、今次ガザ紛争に
おける米国の立場は明確にイスラエル寄りであった。
　米国の中東における軍事プレゼンスは大きく、2023年 6月の時点で 3万人以上の兵力を展開させていた 33)。
そして必要とあればいつでも、イスラエルに対して軍事力の提供を行える態勢を維持していた 34)。また、20

年以上にわたって対テロ戦争を遂行してきた経験から、テロリストに勝利するためには、軍事力だけでなく、
イデオロギー闘争に打ち勝つための民主主義や人道主義に基づく正統性も必要であるという知識を持ち合わ
せていた 35)。

(2) 英国
　英国もまた、ハマスに自国民を人質に取られていた上、その詳細な情報を掴むことができずにいた 36)。こ
のため、危険を伴う人質救出作戦ではなく、交渉による人質の解放を追求する必要があった。
　英国は、2021年 11月にイスラエルとの二国間関係を戦略的パートナーシップとして位置付けると 37)、同
じ月にハマスをテロ組織に指定した 38)。そして 2023年 3月の「英以二国間関係 2030ロードマップ」において、
反ユダヤ主義に対抗しイスラエルの自衛権を擁護する方針を明示していた 39)。このため、人権の擁護と「保
護する責任」を掲げる国として 40)、人道危機を引き起こすような戦い方には反対であったものの、今次ガ
ザ紛争における英国の立場は明確にイスラエル寄りであった。
　英国の中東における軍事プレゼンスは米国に比して小さく 41)、イスラエルに対して軍事力の提供を行う
ことは難しかった。だが英国は世界第 6位の経済大国であり 42)、資金援助による影響力行使は可能であった。

(3) 日本
　日本は、米国及び英国とは異なり、ハマスによって自国民を人質に取られてはいなかった 43)。だが、日
本は原油の 9割以上を中東地域から輸入しており、この地域の安定は自国の平和と繁栄に極めて重要である
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ことから 44)、紛争の早期鎮静化に向けて外交努力を行おうとしていた 45)。
　日本は、今次ガザ紛争の開始以前から、パレスチナ紛争は交渉によってのみ解決されるべきであるとして、
全ての当事者に対し暴力と扇動を停止するよう要求していた 46)。その一方で、国際的なテロ対策の一環と
してハマスを国際テロ組織の一つに認定するとともに 47)、パレスチナの経済的自立を促進する「平和と繫
栄の回廊」構想において被援助主体をファタハ主導のパレスチナ自治政府に限定し 48)、ハマスを本構想か
ら除外していた。このため、米国や英国ほどではないものの、今次ガザ紛争における日本の立場はイスラエ
ル寄りであった。
　日本は、30年以上にわたって経済的な停滞に苦しんでいたが、依然として世界第 4位の経済大国であり 49)、
資金援助による影響力行使が可能であった。

(4) カタール
　カタールは、シャリーアと一般法を併用するイスラム教国であるため 50)、ムスリムとしての連帯感から
イスラエルに抑圧されるパレスチナ人に対して従前から非常に同情的であった 51)。その一方で、2022年 1

月に米国の主要な非 NATO同盟国に指定されていたことから 52)、米国との関係を良好に保ちたいとも考え
ていた。そこで、紛争の鎮静化と人質の解放を実現するために仲介に乗り出した。
　カタールは、ハマスが首都ドーハに本部を構えることを許し、その指導者層をイスラエルの攻撃から保護
していた 53)。だがその一方で、米国の同盟国となり、正式な国交のないイスラエルとも水面下で接触を維
持していた 54)。このため、今次ガザ紛争におけるカタールの立場はハマス寄りであったが、その偏りの強
さは米国及びイスラエルとの協力を妨げるほどではなかった。
　カタールは、仲介を外交政策の重要な柱として位置付けており 55)、和平交渉だけでなくテロリストとの
人質解放交渉においても多くの実績を挙げていた 56)。このため、交渉の行き詰まりを打開し、迅速かつ円
滑に交渉を進めるために必要な知識を持ち合わせていた。

(5) エジプト
　エジプトは、アラブ諸国の中で唯一、ガザ地区と国境を接する国であり、イスラエルの軍事的圧迫によっ
てパレスチナ難民がシナイ半島に流入することを警戒していたことから 57)、早期に紛争を鎮静化させるた
めに仲介に乗り出した。
　エジプトは、アラブ諸国で最初にイスラエルを承認した見返りとして米国から多額の軍事援助を受け取っ
てきたことから、イスラエルとの関係を良好に保つ必要があった 58)。また、ハマスはエジプト最大の反政
府勢力であるムスリム同胞団から派生した組織であり、ガザ地区を非武装化することはエジプトとイスラエ
ル双方にとって安全保障上の利益になることであった 59)。一方で、多くのエジプト人はパレスチナ人に対
して親近感を抱いていたため、エジプトは国民が政府への不満を募らせないよう、国民感情に一定の配慮を
行う必要があった 60)。このため、今次ガザ紛争におけるエジプトの立場はハマス寄りであったが、それは
あくまでも表向きのものであり、そのことを理解している米国及びイスラエルとの協力が妨げられることは
なかった。
　エジプトはハマスを敵視していたが、その一方でイスラエルとハマスとの停戦交渉やパレスチナ人勢力間
の交渉を仲介できることは、中東地域における影響力を維持し、米国等との関係を維持する上で有用であっ
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た 61)。このため、エジプトは今次ガザ紛争が始まる以前から情報機関を通じてハマスと接触を維持してお
り 62)、イスラエルとハマスとの意思疎通を助けることが可能であった。
(6) ICRC

　1863年に創設された ICRCは、武力紛争及びその他暴力の伴う事態によって犠牲を強いられる人々の生
命と尊厳を保護し、必要な援助を提供することを使命とする 63)、国際 NGOである 64)。ICRCは、今次ガザ
紛争において、ハマスに拘束された人質とイスラエルに拘束されたパレスチナ人の解放を実現するべく、積
極的に仲介を行っていた。
　ICRCは、約一世紀にわたる活動の基礎と限界を踏まえて、1965年に新しい活動基準となる 7つの基本原
則を定めたが 65)、その中には、どの紛争当事者にも害をなさないことを保証する公平・中立・独立原則が
含まれていた 66)。このため、ICRCの今次ガザ紛争における立場は、どちらの側にも全く与しない完全な中
立であった。
　ICRCは、捕虜や民間人の被拘束者等を保護・救済する任務を 100年以上にわたって続けており、国家間
戦争終結後の大規模な捕虜送還に携わった実績もあった 67)。このため、ハマスが拘束する人質とイスラエ
ルが拘束するパレスチナ囚人の交換解放に際して、これを支援する能力を有していた。

３．仲介の役割に基づく外部アクターの行動の分析
(1) 予備交渉（2023年 10月 7日～ 11月 3日）
　ア．交渉の有効性を証明する段階（2023年 10月 7日～ 10月 23日）
　2023年 10月 7日のハマスによる大規模攻撃は、世界中に強い衝撃を与えた。米国は民間人に対する無差
別攻撃を行ったハマスを厳しく非難すると 68)、イスラエルの自衛権を擁護する立場を英・仏・独・伊の各
国首脳とともに表明した 69)。だがその一方で、米国は今次ガザ紛争が地域紛争に拡大することを防ぐために、
ハマスの攻撃にイランが関与しているという疑いについては断定を避けた 70)。これに対し、米国及びイス
ラエルと激しく敵対するイランは、攻撃への関与を否定しつつ 71)、ハマスへの支持を表明した 72)。カタール、
エジプト及びサウジアラビアは、イスラエルの責任を追及する一方で双方に対し自制を求めた 73)。
　前代未聞の奇襲攻撃を受けたイスラエルは、7日夜の治安閣議で「ハマスの軍事力、統治力を破壊する」
ことを決定すると 74)、10日に報復攻撃として 1300か所以上のハマスの拠点等を空爆するとともに、ガザ地
区の完全封鎖を宣言した 75)。そして 11日に挙国一致政権を樹立すると、本格的な地上戦に向けた準備を加
速した 76)。このようなイスラエルの動きをパレスチナ人虐殺の危機として受け止めたイランは 77)、11日に
サウジアラビアとの間で電話による首脳会談を行い、イスラエルのガザ地区侵攻を阻止する必要性について
確認し合った 78)。また、12日夜にレバノンを訪問したイラン外相のホセイン・アミール・アブドラヒアン
（Hossein Amir-Abdollahian）も、空爆が続けば紛争が地域に拡大する可能性があるとの警告を行った 79)。
だがイスラエルは 13日、大規模な地上作戦を実施するためとして、ガザ地区北部の中心都市ガザの全住民
に 24時間以内の退避を勧告した 80)。するとその日、サウジアラビアがイスラエルとの国交正常化交渉を凍
結し、パレスチナ問題におけるイスラエルの譲歩を再開の条件としているという報道が流れた 81)。また、レ
バノン訪問中のアブドラヒラン外相も、14日に国連中東和平特使を通じて再度、紛争拡大の警告をイスラ
エルに送った 82)。
　にわかに地域情勢が緊迫したことを受け、米国はイスラエルが本格的な地上作戦を開始する前に、紛争拡
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大の防止について周辺アラブ諸国に協力を要請する必要に迫られた。このため、米国務長官のアントニー・
ジョン・ブリンケン（Antony John Blinken）は、12日のイスラエル訪問に引き続き、13日から 15日にかけ
てヨルダン、バーレーン、カタール、アラブ首長国連邦、サウジアラビア及びエジプトといったアラブ諸国
を歴訪し、対テロ戦争としてイスラエルの軍事行動を支持するものの、地域紛争への拡大は望まないという
米国の意図を説明した 83)。これに対し各国は、紛争拡大を防ぐ必要性について同意する一方で、ガザ地区
における人道状況の改善を米国に求めた 84)。
　16日に再びイスラエルを訪問したブリンケン国務長官は、首相のベンヤミン・ネタニヤフ（Benjamin 

Netanyahu）と会談し、ガザ地区における人道状況の悪化に対するアラブ諸国の懸念を伝え、国連及び関係
諸国と緊密に協力して人道支援を行うことを確認した 85)。また、同じ日に英国は、ガザ地区における人道
支援のため 1000万ポンドの追加資金援助を行うと表明した上で、戦闘における民間人の保護を徹底するよ
うイスラエルに求めた 86)。更に 18日には、米大統領のジョー・バイデン（Joe Biden）が直接イスラエルを
訪問し、ネタニヤフ首相とガザ地区への人道支援物資の搬入について協議した 87)。バイデン大統領は、ハマ
スの壊滅を目指すイスラエルへの支持を表明する一方で米国の対テロ戦争における失敗についても言及し、
対テロ戦争を遂行するには一定の自制が必要であることをネタニヤフ首相に説いて、人道支援物資のエジプ
トからの搬入を認めさせた 88)。その後バイデン大統領はエジプトとも電話協議を行い、エジプトとの境界
にあるラファ検問所の開通について同意を取り付けた 89)。こうして 21日に、エジプトとガザ地区の境界に
あるラファ検問所が開かれ、国連によって人道支援物資がエジプトからガザ地区へと運び込まれた 90)。もっ
とも、ハマスの戦力回復を警戒するイスラエルに配慮して 91)、支援物資の中に燃料は含まれなかった 92)。
　10月 10日以降、イスラエルがガザ地区に対して激しい空爆を行うとともに同地区を完全に封鎖し、民間
人を巻き込む危険性の高い本格的地上作戦の開始を示唆したことは、パレスチナ人に同情的なイラン及び周
辺アラブ諸国の反感を買い、紛争が中東地域全体に拡大する危険性を高めた。紛争の拡大を望まない米国は、
この危機に対処するため、ガザ地区における人道状況の改善を巡るイスラエルと周辺アラブ諸国の交渉を仲
介することにした。米国は、アラブ諸国がイランの唱道する紛争拡大に同調しない代わりにガザ地区の人道
状況改善を強く求めていることを知ると、イスラエルにそのことを伝えた。また、米国は対テロ戦争にお
ける自らの経験を持ち出し、人道の尊重はテロリストとのイデオロギー闘争における重要な武器であり 93)、
人道を尊重するために必要であれば、たとえテロリストが相手であっても一定の妥協はあり得ることを示し
た。そして、英国が人道支援のための追加資金援助を行ったことは、躊躇するイスラエルの背中を押すこと
になった。こうして、ガザ地区の人道状況の改善を巡るイスラエルと周辺アラブ諸国の交渉は、米国が「情
報の伝達」と「解決策の提案」、英国が報奨による「操作」という役割を果たす仲介を行うことで合意に導
かれ、燃料を除くという条件付きではあったものの、ガザ地区への人道支援物資の搬入が実現したのであっ
た。
　一方、人質解放交渉の仲介を得意とするカタールは、10月 7日の攻撃直後から米国と調整を開始していた。
カタールは、米国の協力を得てイスラエル－ハマス間の意思疎通経路を確保すると 94)、8日にカタールのハ
マス指導者達と会談し 95)、翌 9日にはイスラエルとハマスに対し、ハマスが女性・子供の人質を解放する
代わりにイスラエルが女性・子供のパレスチナ囚人を釈放するという合意の枠組みを提案した 96)。だがこ
の提案は、10日から始まったイスラエルの報復攻撃が激しさを増す中で双方から拒否され 97)、そのまま交
渉は中断してしまった。このため、カタールの首相兼外相であるムハンマド・ビン・アブドルラフマン・ア
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ル・サーニ（Mohammed bin Abdulrahman Al Thani）は 13日、アラブ諸国歴訪の一環としてカタールを訪
問していたブリンケン国務長官との合同記者会見に際し、戦闘の激しさが人質解放交渉の障害となっている
と述べ 98)、まずは戦闘の休止が必要であるとの認識を示した。
　15日、イスラエル紙の取材を受けた ICRCは、現在ガザ地区のハマス幹部と接触中であり、人質解放を
手助けする用意があることを伝えていると明かした 99)。するとハマスは 16日、人質の人数は 200～ 250人
であり、解放に向けた交渉の用意があることを示唆した 100)。ところが、17日にハマス側の交渉責任者が空
爆で殺害され 101)、更にガザ市内の病院で数百人の民間人が死亡する爆発が起きると 102)、態度を硬化させた
ハマスが人質解放の条件として即時停戦を突き付け、イスラエルもこれを拒否したために 103)、交渉開始の
機運はたちまち消え失せてしまった。
　だが 18日に米国の仲介で人道支援物資の搬入に関する合意が成立すると、この合意に伴って事実上の戦
闘一時休止状態が生まれることになった。この千載一遇の好機を捉えるべく、カタールはハマスに対し、正
式な停戦ではない事実上の戦闘一時休止にもかかわらず自ら積極的に人質を解放すれば、自分達の善意と交
渉に対する誠実さを国際社会にアピールして正統性を高めることができ 104)、イスラエルを交渉の席に着か
せられると説いた。その結果、翌日にカイロ平和サミットの開催を控えた 20日に、ハマスは ICRCの協力
を受け、2人の米国人女性人質を一方的に解放した 105)。そして 23日にも、2人のイスラエル人女性人質を
解放した 106)。こうして、交渉でハマスに人質を解放させることは可能であるということが、イスラエルに
対して示されたのであった 107)。
　ここまでの分析について小括する。10月 7日の紛争開始直後から、カタールと米国は協力してハマスに
人質を解放させるための交渉を仲介した。両国はイスラエルとハマスの意思疎通経路を確保すると、9日に
カタールが人質・囚人の交換解放という合意の枠組みを提案した。だが、激しい戦闘が続く中で双方は提案
を拒否し、交渉は中断してしまった。その後、18日に成立した人道支援に関する合意に伴って事実上の戦
闘一時休止状態が生まれると、カタールはハマスに対し、イスラエルを交渉に応じさせる手段としての人質
解放という、妥協の可能性を見出すための考え方を示した。また、独自にハマスと接触していた ICRCが、
人質解放を手助けする用意があるとハマスに申し出ていたことは、ハマスにとって、人質を渡すために直接
イスラエル軍と接触したところを不意打ちされるという危険を冒す必要がなくなったことを意味するため、
人質を安全にイスラエル側に届けられるという保証になったと考えられる。このように、10月 7日から 23

日にかけて行われたハマスに人質を解放させるための交渉は、米国とカタールが「情報の伝達」、カタール
が「解決策の提案」、ICRCが報奨による「操作」の役割を果たす仲介を行うことで合意が導かれ、イスラ
エルに対して交渉の有効性を証明することになった。

　イ．交渉の必要性を認識させる段階（2023年 10月 24日～ 11月 3日）
　10月 20日と 23日に人質が解放されたことで交渉の仲介に自信を持った米国は 108)、この機を捉えてより
多くの人質をハマスに解放させることが、戦闘の一時休止を持続させて停戦交渉の実現に繋げる唯一の現実
的な道だと考えるようになった 109)。このため、米国と協力するカタールはハマスに対し、より多くの民間
人の人質を解放するよう提案した 110)。このときハマスは、余りにも多い人質の管理に苦労していたため 111)、
人質としての価値が高いイスラエル兵を残す一方で民間人を解放するという提案は理にかなっていた 112)。
　翌 24日、ハマスが女性と子供を解放する条件に同意したとの情報に接した米国は、人質・囚人の交換解
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放を行うための本格的な地上作戦の延期についてイスラエルと協議した 113)。だがイスラエルは、人質が生
存しているという証拠がないことを理由に、攻撃の延期を渋った 114)。これに対しハマスは、人質は様々な
場所で複数のグループによって拘束されているためハマス自身も全容を把握できておらず 115)、戦闘の一時
休止が実現しなければ拘束されている人質の生存を確認できないと主張した 116)。しかし、ハマスに対して
強い不信感を抱いていた米国は、ハマスの主張を時間稼ぎのための不誠実な対応として断じた 117)。このた
め米国は、交渉が合意に達した場合の戦闘一時休止について調整するだけで 118)、合意成立前の攻撃につい
てイスラエルを抑止しようとしなかった。
　ところがその頃、ガザ情勢について協議していた国連安全保障理事会で大事件が起きていた。国連事務総
長が、イスラエルの攻撃を国際人道法違反だと批判するとともに、今次ガザ紛争の責任の一端はイスラエル
にあるという趣旨の発言を行ったのである 119)。10月 7日以来、ハマスに対する自衛権の行使を自制するよ
う求められ続け 120)、国連に対する不信を募らせていたイスラエルは 121)、この発言をイスラエル国家とユダ
ヤ民族の滅亡を企てるハマスへの擁護と見なした。このため、イスラエルは直ちに国連事務総長の辞任を要
求すると 122)、翌 25日には国連職員に対するビザ発給を停止した 123)。そしてその日の夜、ネタニヤフ首相
は国民向け演説の中で、「数千人のテロリストを殺害したが、まだ始まりに過ぎない。我々は地上作戦を準
備している。」と述べ 124)、武力によってハマスの壊滅と人質救出を達成するための、本格的地上作戦の開始
を示唆した。するとハマスも 27日、イスラエルとの停戦が合意されない限り人質の解放はないとする声明
を発表した 125)。こうして、交渉は決裂の危機に陥った。
　だがこのときも米国は、作戦の実行については「最終的にイスラエルが決める」ことだとして 126)、交渉
継続のためにイスラエルの攻撃を抑止することはしなかった。このためイスラエルは、国際社会の自国への
支持が弱まる前に速やかにハマスを壊滅させて自らの生存を確実にするべく、27日の夜に本格的な地上作
戦を開始したのであった 127)。
　イスラエルが本格的な地上作戦を開始すると、ガザ地区のハマス指導者であるヤヒヤ・シンワル（Yahya 

Sinwar）は 128)、28日に全ての人質とパレスチナ囚人を即時に交換する準備があるとの声明を発表した 129)。
だがネタニヤフ首相は、ハマスとの戦いを「2回目の独立戦争」と位置付けてこの提案を一蹴した 130)。そ
して IDFは、10月31日と11月1日にガザ地区最大の難民キャンプであり人口密集地として知られていたジャ
バリヤ難民キャンプを、ハマスの司令官が潜んでいるとの理由で空爆した 131)。この空爆に伴って多数の民
間人が犠牲になったが、IDFは「これが戦争の悲劇なのだ」という言葉で批判を退け 132)、国際人道法を無
視してでも作戦を進める方針を明らかにした。
　しかしながら、このような度を越した強硬姿勢は国際社会の激しい反発を招くこととなり、遠くはラテン
アメリカ諸国から近くはイスラエルと友好関係を保つ隣国のヨルダンまで、イスラエルを厳しく非難する世
論が急速に広まった 133)。戦果を焦るイスラエルが対テロ戦争における自国の失敗を繰り返すことを憂慮し
た米国は、11月 1日にブリンケン国務長官のイスラエル派遣を発表するとともに 134)、バイデン大統領も演
説で人質解放のために戦闘の一時休止が必要であると述べた 135)。するとその翌日、アラブ諸国への配慮と
米国との協調のバランスを模索していた日本も 136)、上川陽子外相をイスラエルへ派遣すると発表した 137)。
　11月 2日、IDFがガザ市の包囲を完了すると 138)、軍部隊を訪問したネタニヤフ首相は「我々を止めるも
のは何もない」と述べ 139)、ハマスの壊滅まで戦闘を止める意思がないことを表明した。多くの民間人が犠
牲になると予想される本格的な市街戦が迫る中、3日にイスラエルを訪問したブリンケン国務長官は、イス
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ラエルの自衛権を改めて支持するとともに、ネタニヤフ首相に対して短期間の停戦はガザに必要な人道支援
の拡大や人質の解放交渉に役立つと訴えた 140)。また、同じ日にイスラエルを訪問した上川外相は、ガザ地
区の人道支援のために 6500万ドルの追加資金援助を行うと表明するとともに、戦闘の一時休止を訴えた 141)。
すると、ブリンケン国務長官との会談後に行われた演説でネタニヤフ首相は「全ての人質が解放されない限
り、一時的な停戦は受け入れない」と述べ 142)、条件次第で戦闘の一時休止はあり得るとの考えを示唆した。
こうして、人質・囚人の交換解放と戦闘の一時休止に向けた交渉の窓が開かれたのであった。
　ここまでの分析について小括する。10月 20日と 23日に人質が解放されると、米国とカタールは人質解
放交渉を本格的に進めるため、引き続き協力して意思疎通経路を維持した。またカタールは、イスラエル兵
を拘束し続けることで将来の停戦交渉におけるハマスの交渉力を担保しつつ、多数の民間人を解放して人質
管理の負担を軽減することをハマスに提案し、人質・囚人の交換解放における妥協の余地をハマスに示した。
つまり、米国とカタールは協力して「情報の伝達」の役割を果たす仲介を行い、更にカタールは「解決策の
提案」の役割を果たす仲介も行っていた。
　だがその後、ハマスが人質の生存確認のために戦闘の一時休止を求めた時、ハマスに強い不信感を抱いて
いた米国は、これを時間稼ぎのための対応だと断じてイスラエルの攻撃を抑止しようとしなかった。その結
果、イスラエルは 27日夜から本格的な地上作戦を開始した。つまり、米国が「操作」の役割を果たす仲介
を行おうとしなかったために、イスラエルは交渉の必要性を認識しなかったのであった。
　ガザ地区北部で本格的な地上作戦が開始されると、ハマスはすぐに交渉の意思を示したが、イスラエルは
武力によってハマスを壊滅させることのみが国家と民族の生存を確実にして人質解放を実現する方法だと考
え、交渉の必要性を認めていなかった。対テロ戦争での失敗をイスラエルに繰り返させたくない米国は、イ
スラエルの過度な恐怖心を宥めて意思疎通を行える状態に戻すと、対テロ戦争における人道の尊重による正
統性維持の重要さについて再度示唆し、イスラエルに交渉の必要性を説いた。また、同時期に日本が人道支
援に関する追加資金援助を表明したことは、ハマスを支持するガザ地区のパレスチナ人のためにイスラエル
自身の財源を使用しなくて済むということを意味したため、躊躇するイスラエルの背中を押すことになった。
つまり、米国が「情報の伝達」と「解決策の提案」、日本が報奨による「操作」の役割を果たす仲介を行う
ことによってイスラエルに交渉の必要性を認識させ、交渉が開始されることになったのであった。

(2) 本交渉（2023年 11月 4日～ 11月 23日）
　ネタニヤフ首相は人質の解放を条件とする戦闘の一時休止の可能性を示唆していたものの、戦闘は依然と
して継続されており、11月 4日、IDFはガザ市における本格的な市街戦を開始したことを発表した 143)。戦
闘が激化して交渉開始の機運が再び失われることを恐れた米国とカタールは、各々のカウンターパートに対
する働きかけを積極化させた 144)。
　6日、バイデン大統領はネタニヤフ首相と電話協議を行い、ハマスに 10～ 15人の人質を解放させる代わ
りに、恒久的な停戦ではなく 3日間の戦闘休止を認め、その戦闘休止期間を利用してハマスに全ての人質の
確認と名簿の提出を行わせることを提案した 145)。だが、ハマスの裏切りを強く警戒するネタニヤフ首相は、
3日間の戦闘休止に対して解放される人質が少な過ぎるとして提案を拒否すると 146)、人質解放の第一段階
として全ての女性及び子供の解放を要求した 147)。これに対し、カタールを通じてイスラエル側の要求を知っ
たハマスは、第一段階として 50人の人質を解放することを保証したが、その一方で人質の身元を確認でき
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る名簿を提出することについては拒否した 148)。こうして、米国とカタールの提案がそのまま受け入れられ
ることはなかったものの、提案に対する双方の回答から、ハマスが人質を解放する代わりに、イスラエルが
停戦ではなく戦闘の一時休止を行うという合意の枠組みについては、双方とも受け入れ可能であることが明
らかになった。
　9日、カタールのムハンマド首相は、米国中央情報局長官及びイスラエル諜報特務庁長官とドーハで会合
を行った 149)。この会合で彼らは、人質の名前か、人質の身元確認を行うための年齢・性別・国籍といった情
報をハマスに提示させることが、今後の交渉の土台として必要であるとの結論に至った 150)。そこで、戦力を
回復させるには足りないが人質の確認を行うには十分な時間の余裕をハマスに与えるために、IDFは、9日
から 1日 4時間の人道支援を名目とした戦闘の一時休止を行うことになった 151)。12日、米国がカタールを
通じてハマスに名簿の提出を督促すると、ハマスは第一段階で解放する 50人の人質名簿を提示した 152)。
　翌 13日、今度はハマスの方から、5日間の戦闘休止と引き換えに、最大 70人の女性及び子供の人質と 75

人の女性及び 200人の子供のパレスチナ囚人を交換することを提案してきた 153)。これに対し米国は、人質
の解放には時間が必要であるため数日単位の長い休止を求めるという声明を出し 154)、戦闘の一時休止を数
日単位で行うという点については同意することを示唆した。そして 14日、バイデン大統領から電話を受け
たネタニヤフ首相もこれに同意した 155)。これにより、身元の確認された女性及び子供の人質と女性及び子
供のパレスチナ囚人を交換で解放し、その間、数日単位での戦闘一時休止を行うという合意の枠組みが具体
化された。そして、交渉は解放される人質・囚人の数や解放要領、戦闘一時休止の日数といった具体的な条
件を擦り合わせる段階に移行することとなった。
　だがその時、重大なトラブルが発生した。15日に IDFがハマスの司令部があると目されたシファ病院へ
部隊を突入させ 156)、更に翌 16日には燃料枯渇によるガザ地区全体での通信途絶が発生したために 157)、ガ
ザ地区のハマスとの連絡が突如として途絶えてしまったのである 158)。国連機関が燃料を通信会社に寄付し
たことで通信途絶は 17日深夜に部分的に復旧し 159)、やがてガザ地区のハマスとの連絡も回復したが、米国
とカタールはもはや一刻の猶予もならないという危機感を抱いた 160)。
　そこで両国は、人質・囚人の交換解放と戦闘の一時休止に関する具体的な条件の擦り合わせに際し、各々
のカウンターパートと要求内容に関する事前協議を行うことによって、その内容を相手方が受け入れ可能な
ものへと修正させた 161)。これは、事前協議を通じて各々の要求に妥協の余地がまだ存在することに気付かせ、
合意形成が迅速かつ円滑に行われるよう仕向けるものであった。
　またこれとは別に、戦闘の一時休止の履行をどのように担保するかについても、迅速に合意形成を図る必
要があった。ハマスは、イスラエルが無人航空機を用いて標的情報を入手し、武装ヘリ等で幹部を急襲・殺
害することを恐れていたため 162)、戦闘一時休止期間中はイスラエルの無人航空機による戦場監視を止める
よう要求していた 163)。しかしながら、無人航空機による戦場監視はハマスによる奇襲を防ぐための有力な
手段でもあるため、イスラエルにとってこの要求は受け入れ難いものであった。そこで、人質情報の収集の
ために非武装の無人航空機をガザ上空で飛行させていた米国は 164)、未制圧のガザ地区南部におけるイスラ
エル無人航空機の飛行を停止する代わりに 165)、米国の無人航空機を飛行させて第一段階の人質解放期間中
における戦闘一時休止を監視すること 166)、そしてこの間における戦闘一時休止が守られた場合には、追加
で行われる人質解放期間中、米国も南部における無人航空機の飛行を停止することを 167)、双方に提案した。
この提案の前半部分は、第一段階の人質解放期間中における戦場監視を米国が担うことでハマスの奇襲防止
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を保証し、イスラエルに第一段階における戦闘一時休止の履行を促すものであった。そして後半部分は、追
加の人質解放期間中における無人航空機の飛行停止を報奨として、ハマスに第一段階における戦闘一時休止
の履行を促すものであった。
　19日朝、ガザ地区のハマスが合意案のほぼ全てに同意したという情報が、エジプトから米国にもたらさ
れた 168)。そしてその翌日には、ICRC総裁がカタールを訪問してハマス政治局長及びカタール政府当局と個
別に会談し、ICRCには紛争当事者が合意した人質解放を前回同様に手助けする用意があることを伝えた 169)。
すると 21日、ハマスは「停戦の合意に近づいている」とした上で「カタールの兄弟たちや調停者らに回答
を提出した」という発表を行った 170)。同じ日にイスラエル首相府も、人質の解放に向けた事態の進展を受け、
夜に一連の閣僚会議を招集すると発表した 171)。そして 22日の早朝、イスラエルは全閣僚会議で合意を承認
し、生存する 50人の女性・子供の人質と 150人の女性・子供のパレスチナ囚人を、4日間の戦闘一時休止
期間中に 4段階に分けて交換解放すること、そして追加で 10人の人質が解放されるごとに戦闘休止期間を
1日ずつ、最大 10日間延長することを明らかにした 172)。
　ところが、合意が発表されたこの段階に至ってもまだ、イスラエルとハマスは人質・囚人の交換解放と戦
闘の一時休止を開始する時期やその要領の細部について詰め切れていなかった 173)。このためカタールとエ
ジプトは、具体的な条件を擦り合わせる際に用いた事前協議による方法でイスラエルとハマス双方の要求を
修正させた 174)。また、カタールは誤認や小さな違反をきっかけとする合意の崩壊を防ぐため、事案が発生
した場合に従うべき具体的な手順や詳細なシナリオに基づく検討結果を双方に提示し、このメカニズムを担
うことを請け負った 175)。そして 23日の早朝にようやく双方が合意に達すると 176)、カタールは声明を発表し、
戦闘の一時休止が 24日の午前 7時から開始され、午後 4時に最初の人質が解放されることを明らかにした
のだった 177)。
　ここまでの分析について小括する。11月 4日以降、ガザ市に対する IDFの攻勢が強まる中で、米国とカター
ルは紛争当事者が互いに受け入れ可能な解決策を見出せるよう、積極的な仲介に乗り出した。両国は、ガザ
地区の通信が不安定になってからはエジプトの手も借りつつ、イスラエルとハマスの意思疎通経路を維持し
続けた。そして 6日から 8日にかけて解決策の素案を提示し、ハマスによる人質解放とイスラエルによる戦
闘一時休止であればリンケージが可能だと見るや、9日から 14日にかけて双方の意見を確認しつつ合意の
枠組みを具体化させた。その後、15日から21日にかけて、事前協議による修正を通じて各々のカウンターパー
トの要求には妥協の余地がまだあることに気付かせ、迅速かつ円滑に合意形成が行われるよう仕向けていた。
そして ICRCが人質・囚人の交換解放の手助けを申し出たことにより、その履行が保証されることになった。
また、戦闘の一時休止の履行をどのように担保するかという問題については、米国が自国の無人航空機を利
用した履行監視要領を提案するとともに、イスラエルとハマスの双方に対して第一段階の人質解放期間中に
おける合意履行を促していた。ところが、22日に合意が発表された時点では、人質・囚人の交換解放と戦
闘の一時休止の履行に関する細部要領がまだ詰められていなかった。このため、22日から23日早朝にかけて、
カタールとエジプトが再び事前協議による方法でイスラエルとハマスの双方に妥協の余地があることを示す
とともに、カタールが誤認や小違反による戦闘再開を防ぐための調整メカニズムの実行を請け負って、戦闘
一時休止の確実な履行を保証した。
　こうして、米国、カタール及びエジプトが「情報の伝達」と「解決策の提案」の役割を果たす仲介を行う
とともに、人質・囚人の交換解放については ICRCが、戦闘の一時休止については米国及びカタールが、報
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奨による「操作」の役割を果たす仲介を行うことで、人質・囚人の交換解放と戦闘の一時休止を目指す交渉
は合意に導かれたのだった。だがこの合意は、恒久的な停戦を交渉の議題としないことで実現したものであっ
たため、戦闘の再開は時間の問題であった。

おわりに
　2023年 10月 7日から始まった今次ガザ紛争では、初日を除いてイスラエルが一貫してハマスを軍事的に
圧倒しており、交渉開始の前提となる、双方とも武力による決着が望めないような膠着状態が生起していな
かった。このため、人質の解放や紛争の鎮静化を望む外部アクターは、初めに交渉の開始を議題とする予備　　
交渉を仲介した後、人質・囚人の交換解放と戦闘の一時休止を議題とする本交渉を仲介していた。
　予備交渉においては、まず米国が「情報の伝達」と「解決策の提案」、英国が「操作」の役割を果たす仲介を行っ
てアラブ諸国とイスラエルの人道支援に関する交渉を合意させた。次いで、この合意に伴って発生する事実
上の戦闘一時休止状態を利用し、米国とカタールが「情報の伝達」、カタールが「解決策の提案」、ICRCが「操
作」の役割を果たす仲介を行ってハマスに人質を解放させた。これにより、イスラエルに対して交渉の有効
性を証明することができた。そして最後に、米国が「情報の伝達」と「解決策の提案」、日本が「操作」の
役割を果たす仲介を行ったことで、イスラエルに交渉の必要性についても認識させることができた。こうし
て、膠着状態が生まれていないにもかかわらず、イスラエルは交渉の開始を決断したのだった。続く本交渉
においては、米国、カタール及びエジプトが「情報の伝達」と「解決策の提案」の役割を果たす仲介を行う
とともに、人質・囚人の交換解放については ICRCが、戦闘の一時休止については米国とカタールが、それ
ぞれ「操作」の役割を果たす仲介を行うことで合意が実現した。
　本論考の目的は、イスラエルとハマスが抱く相手の意図的な先制攻撃に対する懸念を払拭し、戦闘の一時
休止に関する互いの合意履行を確信させた外部アクターによる仲介とはどのようなものであったかという問
いに答えることであった。そして、交渉過程を仲介の役割という枠組みで分析した結果、イスラエルとハマ
ス双方の先制攻撃に対する恐れを緩和するために、非武装の無人航空機によって戦場監視を行える米国が「操
作」の役割を果たす仲介を行っていたことが明らかになった。
　また、分析の過程を通じて、対テロ戦争のようなイデオロギー闘争の側面を有する武力紛争において、そ
の信念ゆえに妥協を拒否する紛争当事者に合意を促すためには、その当事者寄りの立場から自らの経験に基
づいた助言を行うことで「解決策の提案」の役割を果たす仲介が必要であるという示唆を得た。これは、ハ
マスに対する一切の妥協を拒否していたイスラエルに対し、イスラエル寄りである米国が、自らの対テロ戦
争の経験に基づき、人道を尊重して正統性を維持するためなら妥協は許されるという助言を行って「解決策
の提案」の役割を果たす仲介を行ったことにより、同時期に行われた英国及び日本による「操作」が効果を
発揮したという分析から導かれたものである。一般に、多数の死傷者が発生する烈度の高い紛争において、
停戦を実現するためには「操作」の役割が必要だと考えられているが 178)、イデオロギー闘争としての側面
を有する武力紛争の場合、「操作」だけでなく「解決策の提案」の役割も同時に必要だと考えられた。
　最後に、今後の研究課題について付言する。人質・囚人の交換解放と戦闘の一時休止に関する合意は、11

月 24日朝から 4日間にわたり第 1段階が履行され、その後 2度の期間延長がなされた 179)。だが 12月 1日朝、
ガザ地区から 1発のロケット弾が発射された 180)。これは、カタールの履行保証メカニズムによって事実確認
を行うべき事案だったが、この砲撃の約 1時間後、戦闘休止期限の終了直後にイスラエルは戦闘を再開し 181)、
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合意は崩壊した。 本論考で用いた仲介の役割に着目する分析枠組みに従えば、そもそも恒久的な停戦を議題
とせず戦闘の再開を前提とすることで成立した合意だった上に、米国の無人航空機による監視が行われない
追加の履行段階では、ハマスの奇襲を恐れるイスラエル側に先制攻撃の動機が生まれるため、イスラエルが
履行保証メカニズムに関する合意を意図的に無視した、と説明される。 だが、約 240人いると見られた人質
のうち、まだ半数以下の 105人しか解放されていなかったにもかかわらず 182)、なぜイスラエルは交渉による
人質解放の機会を捨ててまで攻撃を再開したのだろうか。 この問題は、イスラエルの指導者層が、残された
人質の命の価値とハマスを壊滅させる価値をどのように比較衡量したかを明らかにする必要があるため、仲
介の役割に着目する分析枠組みからは答えることができない。よって、今次ガザ紛争が終結した後に取り組
むべき、今後の研究課題としたい。
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